
１ IT・デジタル関連分野に関する最近の主な事例 

件   名 
（公表年月日） 

内  容 

令和４年（認）第５号 

エクスペディア・ロッジン

グ・パートナー・サービ

シーズ・サールに対する件 

（令和４年６月２日） 

公正取引委員会は、エクスペディア・ロッジング・パー

トナー・サービシーズ・サール（以下「エクスペディア」

という。）に対し、エクスペディアの次の行為が独占禁止

法の規定に違反する疑いがあるものとして、確約手続通知

を行ったところ、エクスペディアから確約計画の認定申請

があり、当該計画が独占禁止法に規定する認定要件に適合

すると認め、当該計画を認定した。 

○ エクスペディアは、自社の企業グループに属する事業

者が運営する「Expedia」と称する宿泊予約サイト（以

下「Expediaサイト」という。）に我が国所在の宿泊施

設を掲載する、宿泊施設の運営業者（以下「宿泊施設運

営業者」という。）との間で締結し、又は自社の企業グ

ループに属する事業者をして締結させる契約において、

Expediaサイトに宿泊施設運営業者が掲載する我が国所

在の宿泊施設に係る宿泊料金及び部屋数について、他の

販売経路と同等又は他の販売経路よりも有利なものとす

る条件（ただし、当該契約において定めている、当該宿

泊料金について自社ウェブサイト等の販売経路と同等又

は当該販売経路よりも有利なものとする条件を除く。）

を定めるとともに、宿泊施設運営業者に対し、当該条件

の遵守について、自ら要請し、又は我が国においてエク

スペディアに対する支援業務を行うエクスペディアホー

ルディングス株式会社をして要請させている。 

令和４年（認）第１号 

Booking.com B.V.に対する

件 

（令和４年３月１６日） 

公正取引委員会は、Booking.com B.V.に対し、同社の次

の行為が独占禁止法の規定に違反する疑いがあるものとし

て、確約手続通知を行ったところ、同社から確約計画の認

定申請があり、当該計画が独占禁止法に規定する認定要件

に適合すると認め、当該計画を認定した。  

○  Booking.com B.V.は、自らが運営する「Booking.co

m」と称する宿泊予約サイト（以下「Booking.comサイ

ト」という。）に我が国所在の宿泊施設を掲載する宿泊

施設の運営業者（以下「宿泊施設運営業者」という。）

との間で締結する契約において、Booking.comサイトに

宿泊施設運営業者が掲載する我が国所在の宿泊施設に係

る宿泊料金及び部屋数について、他の販売経路と同等又

は他の販売経路よりも有利なものとする条件（ただし、

当該契約において定めている、当該宿泊料金について自

社ウェブサイト等の販売経路と同等又は当該販売経路よ

りも有利なものとする条件を除く。）を定めるととも

に、宿泊施設運営業者に対し、当該条件の遵守につい

て、自ら要請し、又は我が国においてBooking.com B.V.

に対する支援業務を行うBooking.com Japan株式会社を

して要請させている。 



 

件   名 
（公表年月日） 

内  容 

アップル・インクに対する

件 

（令和３年９月２日） 

公正取引委員会は、アップル・インクが、iPhone 向け

のアプリケーションを掲載する App Store の運営に当た

り、 App Store Review ガイドライン（以下「ガイドライ

ン」という。）に基づき、デジタルコンテンツの販売等に

ついて、アプリケーションを提供する事業者の事業活動を

制限している疑い等があったことから、アップル・インク

に対し、平成２８年１０月以降、独占禁止法の規定に基づ

いて審査を行ってきたところ、アップル・インクから関連

するガイドラインの規定を改訂する等の改善措置の申出が

なされたため、その内容を検討したところ、当該疑いを解

消するものと認められたことから、今後、アップル・イン

クが改善措置を実施したことを確認した上で本件審査を終

了することとした。 

 

 

 



 

２ 参照条文 

 

○ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和二十二年法律第五十四号）（抄） 

 

〔定義〕 

第二条 （略） 

②～④ （略） 

⑤ この法律において「私的独占」とは、事業者が、単独に、又は他の事業者と結合し、若

しくは通謀し、その他いかなる方法をもつてするかを問わず、他の事業者の事業活動を排

除し、又は支配することにより、公共の利益に反して、一定の取引分野における競争を実

質的に制限することをいう。 

⑥～⑧ （略） 

⑨ この法律において「不公正な取引方法」とは、次の各号のいずれかに該当する行為をい

う。 

一～五 （略） 

六 前各号に掲げるもののほか、次のいずれかに該当する行為であつて、公正な競争を阻害

するおそれがあるもののうち、公正取引委員会が指定するもの 

イ 不当に他の事業者を差別的に取り扱うこと。 

ロ～ホ （略） 

 ヘ 自己又は自己が株主若しくは役員である会社と国内において競争関係にある他の事業

者とその取引の相手方との取引を不当に妨害し、又は当該事業者が会社である場合にお

いて、その会社の株主若しくは役員をその会社の不利益となる行為をするように、不当

に誘引し、唆し、若しくは強制すること。 

 

〔私的独占又は不当な取引制限の禁止〕 

第三条 事業者は、私的独占又は不当な取引制限をしてはならない。 

 

〔不公正な取引方法の禁止〕 

第十九条 事業者は、不公正な取引方法を用いてはならない。 

 

〔既往の行為に対する確約手続に係る通知〕 

第四十八条の六 公正取引委員会は、第三条、第六条、第八条又は第十九条の規定に違反す

る疑いの理由となつた行為が既になくなつている場合においても、公正かつ自由な競争の

促進を図る上で特に必要があると認めるときは、第一号に掲げる者に対し、第二号に掲げ

る事項を書面により通知することができる。ただし、第五十条第一項(第六十二条第四項に

おいて読み替えて準用する場合を含む。)の規定による通知をした後は、この限りでない。 

一 次に掲げる者 

イ 疑いの理由となつた行為をした者 

ロ～ニ （略） 

二 次に掲げる事項 

イ 疑いの理由となつた行為の概要 

ロ 違反する疑いのあつた法令の条項 

ハ 次条第一項の規定による認定の申請をすることができる旨 



 

 

〔排除確保措置計画に係る認定の申請、認定、申請の却下、計画変更に係る認定〕 

第四十八条の七 前条の規定による通知を受けた者は、疑いの理由となつた行為が排除され

たことを確保するために必要な措置を自ら策定し、実施しようとするときは、公正取引委

員会規則で定めるところにより、その実施しようとする措置（以下この条から第四十八条

の九までにおいて「排除確保措置」という。）に関する計画（以下この条及び第四十八条

の九において「排除確保措置計画」という。）を作成し、これを当該通知の日から六十日

以内に公正取引委員会に提出して、その認定を申請することができる。 

② 排除確保措置計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 排除確保措置の内容 

二 排除確保措置の実施期限 

三 その他公正取引委員会規則で定める事項 

③ 公正取引委員会は、第一項の規定による認定の申請があつた場合において、その排除確

保措置計画が次の各号のいずれにも適合すると認めるときは、その認定をするものとする。 

一 排除確保措置が疑いの理由となつた行為が排除されたことを確保するために十分なも

のであること。 

二 排除確保措置が確実に実施されると見込まれるものであること。 

④～⑧ （略） 

 

〔排除確保措置計画に係る認定の効果〕 

第四十八条の八 第七条第一項及び第二項（第八条の二第二項及び第二十条第二項において

準用する場合を含む。）、第七条の二第一項（第八条の三において読み替えて準用する場

合を含む。）、第七条の九第一項及び第二項、第八条の二第一項及び第三項、第二十条第

一項並びに第二十条の二から第二十条の六までの規定は、公正取引委員会が前条第三項の

認定（同条第七項の規定による変更の認定を含む。次条、第六十五条、第六十八条第二項

及び第七十六条第二項において同じ。）をした場合において、当該認定に係る疑いの理由

となつた行為及び排除確保措置に係る行為については、適用しない。ただし、次条第一項

の規定による決定があつた場合は、この限りでない。 

 

〔排除確保措置計画に係る認定の取消し〕 

第四十八条の九 公正取引委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、決定で、第四

十八条の七第三項の認定を取り消さなければならない。 

一 第四十八条の七第三項の認定を受けた排除確保措置計画に従つて排除確保措置が実施

されていないと認めるとき。 

二 第四十八条の七第三項の認定を受けた者が虚偽又は不正の事実に基づいて当該認定を

受けたことが判明したとき。 

②～④ （略） 

 

○ 不公正な取引方法（昭和五十七年公正取引委員会告示第十五号）（抄） 

（その他の取引拒絶） 

２ 不当に、ある事業者に対し取引を拒絶し若しくは取引に係る商品若しくは役務の数量若

しくは内容を制限し、又は他の事業者にこれらに該当する行為をさせること。 

 

（競争者に対する取引妨害） 

14 自己又は自己が株主若しくは役員である会社と国内において競争関係にある他の事業者

とその取引の相手方との取引について、契約の成立の阻止、契約の不履行の誘引その他い

かなる方法をもつてするかを問わず、その取引を不当に妨害すること。 


